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現在170人近い被爆者が被爆実態と乖離した認定行政の抜本的転換を要求して原爆症認定集団訴訟を札幌から鹿児島まで全国12の地裁で裁判に取組んでいます。原告の中ですでに20人近くが裁判を起こして亡くなっており、まさに高齢化した被爆者が命をかけて頑張っています。

  この裁判の中で、厚生労働大臣に答申する原爆医療分科会の原爆症認定基準が被爆実態から大きくかけ離れている理由が科学的に明らかになっています。認定申請した被爆者の原爆症が放射線による影響であるかどうかの判断に、かつては「しきい値」論を使っていましたが、松谷訴訟などで最高裁判決も含めて批判されたので、「原因確率」を導入していっそう厳しい切り捨てをしています。しかし、そもそも統計的に求めた平均的・統計的な意味しかない「原因確率」を個々人に適用することが誤りです．特に放射性感受性には大きな個人差があるので、その弊害は深刻です。

そればかりではありません。「原因確率」の基礎になっている原爆傷害調査委員会（ABCC）とこれを1975年から引継いだ日米共同運営の放射線影響研究所（放影研）の研究は、アメリカの核兵器使用政策と深く結びついて始められ、兵器としての初期放射線による外部被曝の影響にのみ関心があり、残留放射能による内部被曝の影響を原爆被害隠蔽政策に基づいて意識的に無視し，影響を否定しつづけてたものです。そのため，放影研の研究結果を，主に残留放射能の影響を受けた遠距離被爆者や入市被爆者に適用するのはまったくの見当外れです。こうした科学的には明白な問題を争点をにして、全国のベテランと若手の弁護士がチームワークを組んで奮闘され、被爆医師の肥田舜太郎さんや、齋藤紀さん、聞間元さんら民医連の医師の方々、私も含めて安斎さん、野口さん、増田さん、矢ケ崎さんら核兵器廃絶にも取組まれてきた科学者が証言を行って、総論的には国を追い詰めています。後ほど集団訴訟の原告の方と全国弁護団事務局長の宮原哲朗さんからさらに裁判の進行状況についてお話しいただけます。

  裁判を通じて明らかになった日本政府が追従しているアメリカ政府の核兵器使用政策・原爆被害隠蔽政策は、ブッシュ政権によっていっそう露骨になっています。アメリカでは民主党が地下核実験再開をしないならば、ブッシュ政権の地下貫通核兵器などの「使いやすい」新型核兵器の開発を承認するという動きが出ています。国連総会第一委員会では核兵器廃絶を集中して議論するなどの小委員会をつくる動きに対抗して、ブッシュ政権はこの動きを潰して，一国覇権主義をますます強めています。地下貫通核兵器が実際に使われると残留放射線による影響は、広島原爆の数百倍、きわめて深刻な放射能被害を与えて、決して「使いやすい」核兵器ではなく、広島・長崎以上に深刻な放射能被害をもたらす可能性が，被爆者集団訴訟を通じて明らかになっています。この裁判の勝利は核兵器廃絶に直結してきました。

  被爆60年のいま、被爆者は高齢化しています。原水爆禁止運動と日本原水協の発足以来、被爆者援護連帯は核戦争阻止と核兵器の全面禁止とともに３つの基本目標の１つです。今年のノーベル平和賞はIAEAとエルバラダイ氏に行ってしまいましたが、今日の核兵器廃絶を求める世界の大きな流れを作り出したのは、この運動方針が正しかったからです。今日の交流集会で情勢と先進的な経験を学び取って原水協の地域、職場、学園の草の根からこの集団訴訟支援を梃子に被爆者とのつながりをいっそう強める方向を見出し、それを具体化していきましょう

日本共産党参議院議員あいさつ：井上哲士
お集まりのみなさん、ご苦労様でございます。ご紹介いただきました参議院の国会対策委員長をつとめております井上哲士でございます。先程まで赤嶺政賢衆議院議員もおりましたが、今、会期中でございますので所用で出ました。その思いも含めてご挨拶をさせていただきます。

被爆60周年の今年、（５月の）国連の行動、そして昨日、今日の被爆者の大規模な行動をみなさんがとりくんでいらっしゃる。とりわけ被爆者のみなさんがいろんな健康の問題を抱えながらもとりくんでいらっしゃることにまず心からの敬意をまず表したいと思います。

私事ですけれども、私も育ちが広島でありまして、母は当時女学生で、看護をしたものですから被爆者手帳をいただいております。幸いながら原爆症などの症状は今出ていませんので、遠く広島の山の中に離れておって、まだ安心ですけれども、我が母のことを考えますと、あの年で訴訟をたたかうということになったときには、本当に大変だろうなと思います。皆さん方のご苦労、そしてそれを支えていただいている皆さんの力に、本当に改めて敬意を表したいと思うのであります。

　昨日（18日）の集会の時に、京都原水協の田淵さんからですね、京都訴訟の寺山さんの書かれた絵本をいただきました。長崎で被爆された方で、『こぎゃんことがあってよかとか』という本でありますが、からだの関係で法廷に出られない寺山さんに代わってこの絵が、法廷でもパワーポイントで映しだされて、弁護士の方がお話をされ、まさに法廷は裁判官も含め声が出なかった。こういうことがなされております。私、改めて昨日もって返って読みましたけれども。

最初にですね、キノコ雲の絵があります。寺山さんのコメントを見ていますと、このキノコ雲について、「何回書き直しても、あの時の色を出すことができない。近づくこともできない。素人の悲しさ。絵心のない悲しさ。瞼にはしっかり焼き付いているんだがな」と。こういう言葉が添えられています。

私は、これは絵心ではなくて、やはり二度とこの世の中に出してはならない色、再現してはならないものだと思うんですね。だからこそ、どんなに人間が、どんな絵心があることがあっても決して再現ができないようなことがあの日に行われたと。その思いをですね、ずっとみなさんがたたかってこられているだと思います。

先ほどありましたように、みなさんのその叫びが裁判にまで届いて、国が7連敗という状況でありますけれども、国はあくまでも、これを認めようともしないという状況があります。ここから先はですね、政治にいる者の責任として、裁判のたたかいをいっそうすすめながら、本当に国の政治を正していくということをみなさんとご一緒にどうしてもやりとげていかなくてはならないと思っております。

（５月の）NPTの行動に参加してつくづく感じましたのは、やっぱり被爆者のみなさんの訴えというものが世界の人々の心を打つ。それを聞いた人が本当にただちに行動に立ち上がっていくという姿を見てまいりました。一方で、逆に言いますと、まだまだこの被爆の実相というものが多くのみなさんに知られていない。「一般兵器とは違う。決して人類は共存できない。そういう兵器なんだ」、ということがまだまだ世界の人たち、政治家も含めて知られていないこともニューヨークの行動で思いました。

　先ほど、この訴訟が、いかに原爆というものが長い間人類を苦しめ続けるのか、そのことを明らかにすることが、アメリカなどが言っている「使える核兵器」を阻んでいく大きな力になるということも言われました。改めて私も訴訟の意義をかみしめ直すことができました。

　広島に暮らすものとして、そして母を持つ者として、みなさんと心を一つにして、この原爆訴訟の勝利、そして国の政策を根本的に改めさせるために私どもご一緒にがんばっていきたいと思っております。

　昨日、今日の大変な強行軍の行動でありますけれども、ぜひご健康にご気をつけていただきたい、そのことも申し上げまして連帯の挨拶とします。ともにがんばりましょう。
原爆症認定集団訴訟長崎原告団長あいさつ：森内　実
「死と向かい合わせの日々―子や孫たちに平和を引き継ぎたい」

みなさん本当にお世話になっております。私は長崎原告団長の森内実と申します。

　私は８歳のとき、長崎で被爆したわけでございますが、そのときから現在に至るまでたいした病気をしてなかったんです。ところが、平成7年（１９９５年）、58歳のとき、Ｃ型肝炎になり、それから3年後に大腸ガン、さらにそれから3年して胃ガンを患いました。「これはいかん」と考えておったときに、原爆症認定制度を知りました。申請は却下されましたが、そのときの政府（厚生労働省）の回答がですね、あまりにも事務的で、血も涙もない、本当に冷たい回答でした。私はそのときほど、わが国の政府に憤りを感じたことはございません。

そういうことがきっかけとなり、集団訴訟に踏み切ったわけです。長崎では総勢29名で訴訟を起こしました。しかし、わずか2年6ヶ月あまりの間にもうすでに4名の方が亡くなりました。つい最近、私の補佐をしていただいた副団長の方が、私と同じ年、68歳で「死にたくない。死にたくない」といいながら亡くなっていったんです。もう本当に何の救う力もありませんでした。

とにかく政府は、私たちのこの苦しみ、不安、悩みを、一つでも分かってくれないというよりも、分かろうとしない態度に、私は憤りを感じているんです。

私たちは政府に対して、どのようなことをどのようにして訴えたらいいかという事でずいぶん考えあげた挙句に、訴訟に踏み切ったわけでございますが、それも皆さま方の常日頃の、ご支援、お力添えで、私たちはここまでこれたわけです。

来春には結審を迎えると思います。残った25名のうち、その結審までにあと何人が亡くなるのか、このように私たちは思っているんです。25名がとにかく、全部、毎日が死と向き合いながら、苦しみ、不安をいっぱいかかえて生きているんです。

今日ここにですね、原告団の一人として、幸い私は、来ることが出来たんでございますが、後の24名は本当に体調がすぐれず、私たちが裁判・集会をやるにしても25名そろったことは一度もございません。せいぜい集まって、なんとか無理して集まっても７、８名なんです。

そういう現状をですね、わが国の政府は本当に知ろうとせず、そしてうわべだけで核廃絶と言っても、私にとってはお題目に過ぎないと思います。本当に核廃絶を政府が、全世界に訴えていこうと思うのであればですね、まず私たち被爆者の苦しみ、不安、悩みを分かってこそ、それが全世界に通じると思うのです。

私はですね、正直言って、この原爆症の認定申請するまでは、この原爆の問題につきましては、恥ずかしいことではありますがあまり知りませんでした。私たちが申請し、訴訟を起こして初めて政府が本当に核問題に真剣にとりくんでいるのか、疑うようになりました。

私にも子どもがいますが、その子どもの時代、孫の時代、今まですごしてきた戦後60年の平和な時代をですね、引き継いでやらなければならないと思うのです。私たちはですね、いつ原爆症という病気が発症するのか分からないという不安をかかえて生きています。私は68歳まで生きてきました。68歳といったらいい年です。だから、いつ死んでも悔いはありません。

しかし、その平和をですね、私たちの子ども、孫、その先までなんとかして受け継いでいく義務があるんです。だから私は、自分のこととは言え、訴訟問題と同時に本当に核廃絶を真剣に考えることができたということは私の唯一の財産だと思っています。ですから、今後もですね、私もこの訴訟問題が解決してもその核廃絶の問題には真剣にとりくんでいこうと思っております。みなさん方からのご支援、ご力添えをいただきながら、私たちも一生懸命がんばるつもりでございます。よろしくおねがいします。

（2005年10月19日、『原爆症認定集団訴訟支援―10・19日本原水協全国交流集会』＝国会・衆議院第２議員会館第１会議室）

１０・１９全国交流集会の発言・報告者

1、 中央団体

　　　全日本民医連・・・・・・・・・　稲原資治（国民運動局）

2、 全国のたたかいより

　　　北海道・・・・・・・・・・嶋田千津子（北海道原水協事務局）

　　　宮城県・・・・・・・・・・目黒　孝（宮城県民医連）

　　　東　京・・・・・・・・・・地域での活動

　　　　　・多摩原水協：原田敬子

・世田谷原水協：橋本博

・小平原水協：鷲田勇

　　　千葉県・・・・・・・・・・椎葉重盛（県原水協事務局長）

　　　静岡県・・・・・・・・・・松木豊年（県民医連事務局長）

　　　近畿／京都・・・・・・・・小杉　功（県原水協事務局長）

　　　広島県・・・・・・・・・・金子一士（県原水協代表理事）

熊本県・・・・・・・・・・川端眞須代（熊本県民医連）

